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研究成果の概要： 

本研究の目的は，「棒体操」が高齢者の転倒予防に及ぼす効果，および「棒体操」の効果

発揮時期と効果持続期間を検討することであった． 

4 地区町村の地域在住高齢者 62名を無作為に前期介入群（「棒体操」を週 2 回 6 ヵ月間

自宅で実施した後，6ヵ月間経過追跡）と後期介入群（6ヵ月間の通常生活後，「棒体操」

を週 2回 6ヵ月間実施）に割り付け，介入した．「棒体操」実施のアドヒアランスは 87.5％

と高く，転倒者数と躓き者数，転倒の内的要因に有意な改善がみられた．さらに，「棒体操」

の効果は介入後 1ヵ月から出現し，終了後も 6ヵ月間持続した．以上の結果から「棒体操」

は継続性があり，転倒予防に効果的であることが明らかとなった． 
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１．研究の背景 
地域在住高齢者の年間転倒率は約 20％と

言われている

1，2）
．高齢者の転倒は，入院を

要する重大な外傷を招くことが多く，それを

契機に長期間の機能低下を引き起こす．わが

国において「転倒・転落」は，「寝たきり」

を招く原因として「脳卒中」「虚弱・衰弱」「認

知症」に次ぐ高い比率を占め，諸外国の調査

では，死亡率との関連性も高い

３）

．また，転

倒を経験した高齢者は，幸い外傷がなかった

場合でも「再び転倒するかもしれない」とい

う強い不安感や恐怖感のため日常生活行動

が強く制約される，いわゆる「転倒後症候群」

が生じやすい

4，5）
．さらに，転倒関連の医療

費は，わが国の医療・介護費用全体の約 5％
を占めるとの報告もある

6）
．このように，高

齢者の転倒は，健康寿命の短縮や QOL の低

下，さらには社会保障費の増大を招く要因と

なる． 

従来，転倒の原因は運動障害や認知障害な

どの内的要因と，環境（滑りやすい床や暗い

照明）などの外的要因に分けて論じられてき

た

7）
．最近では，低 BMI やうつ傾向なども転

倒に影響を及ぼす要因として注目され

8）
，転

倒予防を目的とした介入研究も増えている．

これらの介入研究では，バランス訓練や専門

家による包括的アプローチが効果的との見

解が示されている

9）
．しかし，これらの介入

には専用の機器や場所を必要とし，高齢者が

手軽には取り組めないものも多い．さらに，

効果検討の手法に不十分さを感じるものが

多く，介入の具体的内容，期間，頻度を明確

に示したものもほとんどない． 
そこで，我々は，高齢者が自宅で継続して

行えることを目的に開発した「棒体操」を用

い，縦断的な手法を用いて転倒予防効果を検

討した． 
なお，開発した「棒体操」の最大の特徴は，
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朝刊 1部を筒状に丸めて作成した棒を使用し，

投げる，受けとる，落下させる，回転させる

などの動作を椅坐位で行うことで，転倒や躓

きの際に起きるバランスを崩しそうな身体

状況を豊富に体験・学習できることである

10）
． 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は，「棒体操」が，地域在住

高齢者の転倒予防と転倒の内的要因に及ぼ

す効果を検討することである．さらに，「棒

体操」による介入が，どれくらいの期間で効

果を発揮するのか，介入終了後，その効果は

どれほど持続するのかを明確にすることで

ある． 
 
３．研究の方法 
1) 対象者の選出と研究手続き 

4 地区町村の一般高齢者施策に参加中で，

本研究への参加に同意した高齢者 67名を対

象とした．なお，認知症の疑いのある者，歩

行が非自立の者は対象から除いた．4地区を

無作為に前期介入群（「棒体操」を週 2回 6
ヶ月間自宅で実施した後，「棒体操」を中止

し 6ヵ月間経過追跡）と後期介入群（6 ヵ月

間の通常生活後，「棒体操」を週 2 回 6ヵ月

間実施）に割り付けた．その結果，A 地区 16
名，B 地区 15名の計 31名を前期介入群，C
地区 26名，D 地区 10名の計 36名を後期介

入群とした． 
研究開始時には全員に自作の転倒日誌を

配布し,ベースライン調査として基本属性調

査と内的要因の評価を行った．内的要因の評

価はベースラインから最終まで計７回行っ

た（評価時期はベースラインから 1，3，6，7，
9，12ヵ月後）．転倒と躓きに関する評価はベ

ースラインを除き計 6 回行った．また，介入

期には「棒体操」実施記録表から実施状況を

確認した． 
各群とも,棒体操介入前には自宅で正しく

実施できるよう練習を行った．この時，「棒

体操」の実施方法を示したポスターと「棒体

操」実施記録表を配布し，20分程度の棒体操

を週 2回実施するよう依頼した． 
12ヵ月間の研究期間中，前期介入群 3 名，

後期介入群 2名の脱落があり，最終的に前期

介入群 28名（男性 2 名，女性 26名）と後期

介入群 34名（男性 7 名，女性 27名）を分析

対象とした．なお，12ヵ月間，分析対象者の

生活環境などに変化はなかった． 
2) 評価指標 

用いた評価指標は以下のとおりである．ま

た，毎回の評価は，作業療法士 2名と研究協

力者 2名が同一の場所で実施した． 
(1)基本属性 
性別，年齢，BMI，転倒歴，アルコール摂

取の有無，眠剤服用の有無，現病歴，独居者

数，教育歴の有無を確認した． 

(2)「棒体操」実施状況 
対象者は「棒体操」を実施した日は記録表

に印をつけ，研究者および研究協力者は，評

価時に印を確認し必要に応じて指導を行っ

た． 
(3)効果判定の指標 
①転倒および躓き回数 

転倒・躓きの有無を確認するため，転倒日

誌を用いた．転倒日誌は 12ヶ月の研究期間

中，対象者が毎日記入し，研究者が評価時に

正確に記載されているかを確認した．なお転

倒日誌に記載すべき転倒の定義は，「転倒と

は意に反して地面や床または他の低い場所

へ倒れることであり，家具，壁または他の建

造物に寄りかかることは除く」という

FICSIT(Frailty and Injuries：Cooperative Studies 
of Intervention Techniques)の定義

11）
を採用し

た．  
②転倒の内的要因（身体機能，認知機能，心

理，活動性） 
ほとんどの指標は，特殊な機器を必要とせ

ず，すでに信頼性と妥当性が確認されている

評価（握力，30秒間椅子立ち上がりテスト[以
下，CS-30]，ファンクショナル・リーチ[以下，

FR]，落下棒，Timed up & Go Test[以下，TUG]，
5m通常歩行時間・最大歩行時間，長座体前

屈，Mini Mental State Examination [以下，

MMSE]，Frontal Assessment Battery [以下，

FAB]，Trail Making Test PartA・B [以下，TMT]，
転倒不安感尺度，Center for Epidemiological 
Studies - Depression Scale[以下，CES-D]，老研

式活動能力指標）を採用した

12-22）
． 

3) 分析方法 
 まず，「棒体操」が転倒予防と転倒の内的

要因に及ぼす効果を検討するため，前期介入

群の介入期と後期介入群の非介入期の各指

標について 1，3，6 ヵ月目の変化のパターン

を比較した（2 元配置分散分析）．更に，各群

の介入前と介入 6ヵ月目の各指標の変化を調

べた（対応のある t 検定）．同様に，後期介入

群の非介入期と介入期の各指標を変化のパ

ターン，および後期介入群の介入前と介入 6
ヵ月目の各指標の変化を比較した（2元配置

分散分析および対応のある t 検定）．また，「棒

体操」による介入が，どれくらいの期間で効

果を発揮するかを検討するため，両群の棒体

操介入開始前と介入期（1，3，6ヵ月目）の

各指標を比較した（Dunnettの多重比較）．さ

らに，介入終了後，その効果がどれほど持続

するのかを検討するため，前期介入群の介入

期 6ヵ月目と非介入期（介入終了後 1，3，6
ヵ月目）の各指標を比較した（Dunnettの多

重比較）．なお，統計解析には SPSS16.0を用

い，上に示した検定の他，ﾏﾝﾎｲｯﾄﾆｰ U 検定，

χ

2
検定，共分散分析を行った．統計的有意

水準は 5%とした． 
 



４．研究成果 
1) 「棒体操」実施率 
両群の介入期において，「棒体操」実施の

アドヒアランスは 87.5％であった． 
2) 「棒体操」が転倒予防と転倒の内的要因

に及ぼす効果 
(1)調査中の転倒および躓き者数 
転倒者数は前期介入群の介入期で 2 名，後

期介入群の非介入期で 9名であり，介入期の

人数が有意に少なかった(p=0.047)．躓き者数

は両期で有意差はなかった（p=0.43）．さらに，

後期介入群の非介入期と介入期を比較する

と，転倒者数は非介入期 9名，介入期 2 名で

あり，躓き者数は非介入期 18名，介入期 9
名であり，ともに介入期の人数が有意に少な

かった(p=0.021，p=0.026)． 
(2)転倒の内的要因 

 ①前期介入群の介入期（1，3，6ヵ月目）

と後期介入群の非介入期（1，3，6ヵ月目）

の変化の比較 
身体機能の指標では，CS-30（p<0.01），

FR(p<0.01)，落下棒テスト（p=0.01），TUG
（p=0.02）,最大歩行時間（p=0.04），長座体前

屈(p=0.01) においてそれぞれ交互作用があ

り，介入期と非介入期では変化のパターンが

異なることが明らかであった．次に，上記 6
指標について前期介入群の介入前と 6ヵ月目

を比較したところ CS-30（p<0.01），FR
（p<0.01），落下棒テスト（p<0.01），長座体

前屈（p=0.02）は介入期に有意な改善を認め

た．しかし，TUG（p<0.01）は非介入期に有

意な改善を認めた．また，最大歩行時間

（p=0.06）は後期介入群の非介入期に改善の

傾向を認めた． 
認知機能・心理・活動性の指標では，転倒

不安感(p=0.02)，CES-D(p<0.01)，老研式活動

能力指標(p=0.02)においてそれぞれ交互作用

があり，介入期と非介入期で変化のパターン

が異なることが明らかであった．次に，上記

3 指標において，前期介入群の介入前と 6 ヵ

月目を比較したところ転倒不安感（p<0.01），
CES-D（p<0.01）に有意な改善を認めた．老

研式活動能力指標（p=0.06）は改善の傾向を

認めた．なお，MMSE，FAB，TMT について

は教育歴を調整し解析した． 
②後期介入群の非介入期と介入期の変化

の比較 
身体機能の指標では，CS-30(p=0.02)，

FR(p<0.01)，落下棒テスト（p=0.02），TUG
（p<0.01）,通常歩行時間（p<0.01），長座体前

屈（p<0.01）においてそれぞれ交互作用があ

り，非介入期と介入期で変化のパターンが異

なることが明らかであった．次に，上記 5指

標において，非介入期 6ヵ月目と介入期 6 ヵ

月目を比較したところ CS-30（p<0.01），
FR(p<0.01)，落下棒テスト（p<0.01）長座体

前屈（p=0.02）は介入期に有意な改善を認め

た．しかし, TUG（p<0.01）は非介入期に有意

な改善を認めた． 
認知機能・心理・活動性の指標では，

CSE-D(p=0.03)において交互作用があり，非介

入期と介入期で変化のパターンが異なるこ

とが明らかであった．老研式活動能力指標に

ついては交互作用がある傾向がみられた

(p=0.06)．次に，非介入期 6ヵ月目と介入期 6
ヵ月目を比較したところ有意な改善を認め

た（p<0.05）．  
③「棒体操」による介入が，どれくらいの期

間で効果を発揮するか（表 8） 
両群合わせて 62名の介入期のデータを解

析対象とし，介入前評価と介入期 3 回（1，3，
6 ヵ月目）の各指標を多重比較した．なお，

介入前評価として前期介入群は図 1における

評価①，後期介入群は評価④を用いた．その

結果 CS-30，FR，落下棒テストは介入前に比

べ 1，3，6ヵ月目の全てに有意な改善を認め

た．長座体前屈は介入前に比べ 1，3ヵ月目

に，転倒不安感，CES-Dは介入前に比べ 6 ヵ

月目に有意な改善を認めた．上記以外の指標

には有意差を認めなかった． 
４，「棒体操」介入終了後に，その効果はど

れほど持続するか 
前期介入群の介入期終了時点（6 ヵ月目）と

非介入期（終了時点から 1，3，6ヵ月目）の

各指標を多重比較したところ，全ての評価指

標に有意差はなかった（p=0.21－1.00）． 
以上の結果から，棒体操実施中は転倒回数

が減少すること，転倒の内的要因である静

的・動的バランス，敏捷性，柔軟性が向上す

ることから，転倒予防効果が期待できる．し

かも，短期間でその効果が得られ，さらには

一定期間の棒体操を行えばその後も継続的

効果があることが示された．また，棒体操は

一般高齢者にとって自宅で負担なく継続し

て実施できることも確認できた． 
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